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1 ．はじめに

2020年から次世代通信規格5Ｇが本格的に始

まる。その5Ｇ通信技術を使ったさまざまなビ

ジネスが参入し、拡大しようとしている。その

キーデバイスとなる5Ｇ通信用半導体チップ開

発において性能・機能とプラットフォームの覇

権競争が熾烈になってきている。

それは、米国と中国の2国を中心とした「技

術の地政学」競争になりつつある。中国を軸と

して韓国や台湾などの東アジア地域は、世界の

スマートフォンを生産するサプライチェーンの

役割のみならず、開発においても最先端技術で

世界をリードするポジションになろうとしてい

る。

これまで、通信用半導体チップの中枢となるア

プリケーションプロセッサ（AP）は、Qualcomm

（米） やMediaTek（台）などの独立系ファブレス

企業がApple（米）、Huawei（中）、Samsung（韓）

などのスマートフォン企業に供給するサプライ

チェーンが確立していたが、5Ｇ通信用半導体

チップの開発においては、Apple、Huawei、

Samsungといった企業は自社の設計に転換する

行動を示している。

註：本稿は、八井田（2020）「スマートフォ

ン企業の戦略転換－ 5Ｇ半導体チップの外部取

引から内部化への転換－」大阪経済法科大学

『経済学論集』第43巻，第 2号に最新データや

新たな資料を加え、東アジアにおける技術の地

政学という視点から考察したものである。

2 ．先行研究

1）半導体事業の分社化と専業業態への進化

Baldwin and Clark（2000）によれば、1980年代

以前の半導体事業は、大企業のなかに半導体事

業部門として存立し、社内で必要な半導体部品

を供給する役割を担っていた。それは設計と製

造が社内で統合される生産方式であったが、1980

年代初頭に縮小比例的な設計ルールが発明され

た後（Mead and Conway）1、設計と製造技術が

�
1	 Mead and Conway, Introduction to VLSI Systems, 
（Addison-Wesley, 1980). 邦訳『LSI システム入門』

培風館、1981年
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別々に追求されることが可能になった結果、設

計と製造をつなぐモジュラー・アーキテクチャ

が完成した。

その結果、社内需要のみならず、外販事業へ

の拡大の理由から、設計と製造はそれぞれ分社

化し、設計はファブレス、製造はファウンドリ

と呼ばれる専門業態へと進むことになった。

2 �）米国半導体産業の復活と発展と地政学的

分業化

Dertouzos. et al.（1989）、Lester（1998）および

Berger（2005）によれば、デジタル技術で設計

に特化した独立系ロジック・ファブレス企業が

米国で発展した理由の歴史的経緯は、日本の半

導体に差をつけられた1980年代に遡る。1980年後

半に米国のマサチューセッツ工科大学（MIT）

の産業生産性センター（IPC）は日本と米国の競

争分析を徹底的行い、それに基づく政策提言を

行った。米国の強みは製品に対する先進的な企

画と開発による付加価値であり、コストを優先

としたもの作りの量産ではない。すなわち、米

国はメモリ半導体ではなく、システムに多く使

われるロジック半導体の設計に特化し製造工場

を持たないファブレスに向かい、製造は台湾や

シンガポールなどに立地する受託製造に特化し

たファウンドリと補完的分業関係によって実現

するファブレス－ファウンドリモデルを進めた。

製造は日本ではなく、税制や生産要素コストで

有利な東アジア地域の中で主に台湾が立地選択

された。それによって1990年代後半から米国の

半導体産業は復活を遂げた。

3 ．リサーチ・クエスチョン

かつて、半導体企業は、設計から製造まで自

社で行う「垂直統合型」モデルが盛んであった。

米国ではマイクロプロセッサを手掛けるIntel、

メモリ半導体を手掛けるMicron Technologies、

アナログ半導体を手掛けるTexas Instrumentsは、

今もこのモデルを続けている。しかし、ロジッ

ク半導体を手掛ける半導体企業の大半はファブ

レス化し、台湾やシンガポールなどに立地する

ファウンドリ企業とともに「水平分業型」モデ

ルに移行した。その理由は多くの文献に譲るが、

簡潔に述べると、ロジック半導体の場合は、設

計と製造のインターフェース技術が確立し、小

規模なファブレス企業であっても特定用途向集

積回路（ASIC）の設計機能に集中特化し、多く

のファブレス企業はファウンドリ企業に製造委

託することができる。一方、ファンドリ企業は

製造機能に集中特化し、多くのファブレス企業

を集客し、製造委託を受ける。このように、両

者はムーアの法則2に則り、補完メリットを最大

限に享受できることにあった。このモデルによ

って、米国半導体産業は復活し、その後台湾や

中国などの半導体産業が大きく成長した背景に

なっている。

ここで扱う5Ｇ通信を支えるアプリケーショ

ンプロセッサやモデムなどの半導体チップはこ

のロジック半導体である。したがって、

Qualcomm（米）やMediaTek（台）などは、こ

のような通信用チップを牽引するファブレス企

業である。しかも、社内部門やグループ企業で

はなく独立型専業企業であり、外部取引によっ

て生計を立てている。

ところが、米国のAppleや東アジアのHuawei、

Samsungなどのスマートフォン企業は自社内に

半導体設計を担うファブレス事業を持ち始めて

いる。これらはグループ子会社あるいは社内部

門である。5Ｇ通信時代を迎えるにあたり、従

�
2	 半導体の集積密度は18 ～ 24カ月で倍増し、チップは
処理能力が倍になってもさらに小型化が進むという法

則。Intel社創設者のひとりであるゴードン・ムーア博
士が1965年に経験則として提唱したことに由来する。
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来のような外部取引ではなく、なぜ内部化に転

換する理由を明らかにすることが本研究のリサ

ーチ・クエスチョンである。

4 ．5Ｇ革命と技術の地政学

移動体通信システムの進化と 5Ｇ通信システ

ムの展望、スマートフォン市場、および 5Ｇ通

信用半導体チップの市場の概況について調査し

た3。

4-1　次世代通信規格5Ｇ

次世代通信規格5Ｇとは現在主流の方式（4

Ｇ）の通信速度100倍、容量1,000倍とされる通信

技術で、これからの暮らしや働き方を大きく変

える可能性を秘めており、国際競争も激しくな

っている（図表1）。

図表 1 移動通信システムの進化

（出所）総務省

各通信世代をまとめると以下のような特長が

あげられる。

第一世代（ 1Ｇ）
自動車電話サービスが始まり、肩掛けのショ

ルダーフォンが登場した。

第二世代（ 2Ｇ）
通話だけでなく、電子メールやインターネッ

トも出来る様になった。

ただし、日本の規格やサービスが海外には広

がらなかったのでいわゆる「ガラパゴス携帯

（ガラケー）」と呼ばれた。

第三世代（ 3Ｇ）
2000年代の3Ｇではデータ通信が高速化。

NTTドコモのサービス「iモード」が人気を集め

た。更に音楽やゲームの配信も始まった。

現在は、LTE（Long Term Evolution）（ 3Ｇの

�
3	 週刊東洋経済、「5Ｇ革命 勃興する巨大市場をつか め！」東洋経済新報社、2019年 5月25日号、24-63ページ
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後継方式）と・第四世代（4Ｇ）の共存で、

LTEは第3世代（3Ｇ）の移動通信システムを

さらに高速化した規格である。一般的には、

LTEも「4Ｇ」という表現を使っている場合が

多い。

第五世代（ 5Ｇ）へ
2020年を目途に世界で一斉に商用化が始まり、

高速化・大容量化が更に進み、動画配信など、

さまざまなサービスが生まれようとしている。

また、5Ｇのネットワークになると、以下のよ

うな応用範囲が可能になると言われている。

①　防犯（セキュリティー）
センサーの顔認証技術と高速通信で、大勢人

が集まる場所での不審人物の特定できる。

②　自動運転
5Ｇの「超低遅延」により、自動運転におけ

るブレーキのタイムラグがなくなる。

③　遠隔医療
5Ｇを使ってヒト型ロボットを遠隔制御し、

離れた場所にいる医師が手術現場に的確な助言

をする遠隔医療が有望になる。

④　動画配信
5Ｇの「高速通信」により、動画配信サービ

スやVRコンテンツを楽しむことができる。

⑤　スマート工場
ケーブルを使わずに産業用ロボットを制御し、

製造ラインのレイアウトが柔軟にできる。また、

工場で駆動する機器、センサー、カメラなどを

同時にネット接続して運用し、作業の効率化を

図る（ローカル5Ｇ）。

このように、「超高速」「超低遅延」「多数同時

接続」という特長を持つ5Ｇは、さまざまな産

業を根底から変える可能性がある。

1Ｇから4Ｇに至るまで通信速度は着実に向

上してきたが、通信ネットワークのタイムラグ

を極めて小さく抑える超低遅延、基地局1台か

ら同時に接続できる端末を飛躍的に増やす多数

同時接続は、これまでの世代にはなかった大き

な特長である。

超低遅延によって、高い安全性が求められる

自動運転ではリアルタイムの通信が可能になり、

工場におけるロボットの遠隔制御や遠隔医療も

実現できる。多数同時接続は、家電や自動車な

ど身の回りのあらゆる機器がつながるIoT化を促

進する。

通信速度においても現在の4Ｇの10倍になり、

2時間の映画を 3秒でダウンロードできるなど
の進化がある。総務省は 5Ｇによる経済効果を
約47兆円と試算しており、調査会社のHIS 
Markit（英）は世界で約12兆ドルになると予測
している。
一方で日本企業が5Ｇをどう使いこなすかは、

まだ手探りの段階である。例えば工場内のロボ

ットを無線で制御できるようになれば、床や天

井を通るケーブルが必要なくなり、製造ライン

のレイアウトを柔軟に変更できる。ただし、こ

うした実証実験はアウディなどのドイツ企業が

先行しており、日本の製造業で5Ｇ活用を進め

ているところは少ない。

そこにビジネスチャンスをうかがっているの

が、回線を提供する通信キャリアである。建設

現場からVR（仮想現実）などのエンターテイメ

ントまで、あらゆる分野で通信キャリアは法人

との連携を試みている。通信キャリアは政府か

ら個人向け携帯電話料金の引き下げ要求を受け

ており、新しい収益源を開拓しなければならな

いという事情もある。日本企業にとっては、ど

の通信キャリアと組むことによってビジネスを

作り出すかが課題となっている。

また、既存のキャリアに頼らないという選択

肢もある。総務省は年内にも、自治体や工場な

どの土地・建物の所有者に対し、エリアを限定

して提供できる「ローカル5Ｇ」の電波を割り

当てる予定である。ここにはPanasonicやNECな

どが名乗りを上げている。ローカル5Ｇを使っ

て何ができるのかを考えることも重要になる。
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一方で5Ｇ開発の主導権を巡って過熱する

「米中覇権戦争」の行方にも注目する必要があ

る。急成長した中国のHuaweiへの米国の執拗な

締め付けは、5Ｇ技術の覇権争いが国益を左右

するまでになっていることを意味する4。米国は

設計技術に関する知的財産の保護のために自国

のみならず、日本をはじめ各国に米国技術を搭

載する半導体部品の輸出規制を行い5、さらにチ

ップ製造を担うTSMCを台湾から米国内アリゾ

ナ州に5 nmの最先端工場の建設誘致する囲い込

みを図っている6。さらに次節で詳しく述べるこ

とにする。

4-2　スマートフォン市場

まず、現状（4Ｇ）のスマートフォン市場に

ついて調査を行った。調査会社IDC（米）によれ

ば、2019年のシェアは図表2のとおりである。上

位3社のシェアで全体の約53％を占めるが、ハ

ーフィンダール・ハーシュマン指数（HHI）は

2,072であり、低位寡占型（分散型）と高位寡占

型（3強型）の境界あたりにある。

図表 2 スマートフォン市場シェア（2019年）

（出所）IDC Quarterly Mobile Phone Tracker, Q 4  2019, January 30, 2020に基づき筆者作成

各スマートフォン端末と、それらに搭載され

る半導体中核チップのアプリケーション・プロ

セッサ（AP）の関係は、図表3のとおりであ

る。ハイエンド領域をQualcomm（米）、ミドル・

ローエンド領域をMediaTek（台）の半導体チッ

プが占めている。Huawei（中）は、子会社の

HiSilicon（中）のチップが搭載される。Apple（米） 

とSamsung（韓）はQualcommから自社製へシフ

ト中である。

�
4	 NHKスペシャル取材班、『米中ハイテク覇権のゆく
え』NHK出版新書、2019年が詳しい

5�「ファーウェイ向け半導体、出荷停止相次ぐ 米の規

制発効」『日本経済新聞』2020年 9 月15日
6�「台湾TSMC、米に半導体工場 米中覇権争いのカギ」
『日本経済新聞』2020年 5 月15日
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図表 3 スマートフォン企業と半導体チップ企業の関係

スマートフォン企業 半導体設計企業（チップ製造企業）

Samsung Qualcomm（TSMC）→自社設計（自社製造）

Huawei HiSilicon（TSMC）

Apple Qualcomm（TSMC） →自社設計（TSMC）

他のアンドロイド端末企業
（Xaomi、Oppoなど） Qualcomm（TSMC）、MediaTek（TSMC）

（出所）筆者作成

ここで、半導体チップの主な工程とこれらを

担う業態について確認しておく（図表4）。

主な工程は、IPベンダー、ファブレス、ファ

ウンドリ、サブコントラクターの4つの業態で

構成される。

①	 IP（Intellectual Property）ベンダー：半
導体チップを開発するためのIPコア回路を
提供する業態。代表的なIPベンダーはCPU
コアを提供するARM社（英）であり、半
導体チップを開発するファブレスはIPベン
ダーに使用料を支払う契約を結ぶのが一般

的である
②	 ファブレス（Fabless）：自社に工場などの
製造機能を持たずに設計開発などに注力す
る業態

③	 ファウンドリ（Foundry）：半導体チップ
製造の前工程（シリコンウェハーに回路を
形成するウェハープロセス）を受託生産す
る業態

④	 サブコントラクター（sub-contractor）：半
導体チップ製造の後工程（アセンブリやテ
スト）を受託生産する業態

図表 4 半導体チップの主な工程と業態

（出所）筆者作成

この4つの業態の中で、半導体チップの開発

および設計を行うファブレス企業の調査を行っ

た。世界の上位10社は、米国、台湾、中国が占

めていることがわかる（図表5）。
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図表 5 半導体ファブレス企業のランキング（2017-2018）
（単位：Million USD）

ランク 企業 本社 2017年売上 2018年売上
1 Broadcom 米国 18,453 18,941
2 Qualcomm 米国 17,029 16,370
3 NVIDIA 米国 8,691 11,163
4 MediaTek 台湾 7,941 7,882
5 HiSilicon 中国 5,732 7,601
6 AMD 米国 5,253 6,475
7 Xilinx 米国 2,438 2,868
8 Marvell 米国 2,392 2,819
9 Novatek 台湾 1,585 1,813

10 Unigroup
（Spreadrum & RDA） 中国 1,670 1,662

（出所）Trend Force, Feb., 2019に基づき、筆者作成

4-3　5Ｇ通信用半導体チップの個別企業調査

5Ｇ通信用半導体チップの開発を手掛ける、

Qualcomm（米）、MediaTek（台）、HiSilicon（中）

に注目し、さらに自社製半導体チップ開発を目指

すSamsung（韓）とApple（米）について調査を

行った。

1 ）クアルコム（Qualcomm, Inc.）

Qualcommは、1985年にアーウィン・ジェーコ

ブズとアンドリュー・ビタビによって設立され

たファブレス企業である。社名のQualcommは、

QualityとCommunicationsを合わせた造語である。

本社は米国カリフォルニア州サンディエゴにあ

る。CDMA方式携帯電話の実用化に成功して成

長を遂げた。CDMA携帯電話用半導体チップセ

ットでは、ほぼ独占に近いマーケットシェアを

保持した。それらの数多くの特許を保有してお

り、他社から得られるライセンス料が大きな収

益源（売上の約30％）となっている。半導体チ

ップ製造は大手ファウンドリであるTSMC（台)7

やGLOBAL FOUNDRIES（シンガポール）など

への委託で製造している。スマートフォン用AP

は「Snapdragon」シリーズとして、IPは英国の

ARMベースのコア・プロセッサの供与を受けて

開発を続けている。5Ｇ向けの最新半導体チップ

（2019年時点）のSnapdragon 855はTSMCの 7ナ

ノメートル（nm）プロセスを使用している。

2 �）メディアテック（MediaTek：聯發科技股

份有限公司）

MediaTekは、1997年設立のファブレス企業で

ある。創業者は蔡明介で、米国留学からの帰国

者である。本社は台湾新竹市新竹科学工業園区

にある。半導体ファウンドリ企業のUMC（聯華

電子股份有限公司）の部門分社化により

CD-ROMドライブ用の半導体チップセットから

スタートし、現在はCD/DVD関連・デジタルテ

レビ向けの各種半導体チップや、スマートフォ

�
7	 半導体チップ製造を担うTSMC（台湾）についても触
れておく。TSMC（台湾積体電路製造股份有限公司）
は、1987年に設立され台湾新竹サイエンス・パークに
本拠を置く。顧客の半導体チップの製造を受託する
専業ファウンドリ・ビジネスモデルの先駆者である。

TSMCブランドでの設計、製造、販売を一切しないこ
とで顧客との競争を排除する。最先端の半導体製造プ
ロセス技術を持ち、世界のファウンドリ業界をリード
している。
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ン・タブレット向けモバイルASICなどを手がけ

ている。スマートフォン用APは「Helio」シリー

ズとして、IPは同様にARMベースのコア・プロ

セッサの供与を受けて開発を続けている、半導体

チップ製造は親会社であるUMCへの委託が多い

が、5Ｇ向けの最新半導体チップ（2019年時点）

のHelio M70はTSMCの 7ナノメートル（nm）プ

ロセスプロセスを使用している。

3 ）HiSilicon（海思半導体有限公司）

HiSiliconは、中国通信機大手のHuawei（華為

技術）のグループ子会社であり、Huaweiの半導

体を支える設計と販売のみのファブレス企業で

ある。本社は、中国深圳市にある。

前身はHuaweiのASICデザインセンターであっ

たが、2004年設立の完全子会社となった。

Huawei向けのスマートフォン用（AP）以外に、

テレビや監視カメラ用の半導体チップセットを

外販している。半導体チップ製造の多くは台湾

のTSMCに委託している。

スマートフォン用APは「Kirin」シリーズとし

て、IPは同様にARMベースのコア・プロセッサ

の供与を受けて開発を続けている。5Ｇ向けの

最新半導体チップ（2020年時点）のKirin980は

TSMCの 7ナノメートル（nm）プロセスプロセ

スを使用している。今後、TSMCの最先端製造技

術が米国に渡る可能性があり、新たなチップ製

造パートナーとしてSamsungを模索していると

もいわれる8。

4 �）サムスン電子（Samsung Electronics Co., Ltd）

サムスン電子（以下、Samsung）は、韓国財閥

のサムスンクループの中核企業であり、世界最

大の総合家電・電子部品・電子製品メーカーで

ある。特にスマートフォン「ギャラクシー」は世

界のトップシェアである。一方、半導体でもメモ

リを中心にIntelに続く第2位の売上規模を誇る。

スマートフォン用APは「Exynos」シリーズと

して、IPは同様にARMベースのコア・プロセッ

サの供与を受けて開発を続けている。5Ｇ向け

の最新半導体チップ（2019年時点）のExynos980

は自社製造ラインの8ナノメートル（nm）プロ

セスプロセスを使用している。半導体チップは

自社のスマートフォンやタブレットだけでなく、

中国のVIVO社にも提供すると言われている。

5 ）アップル（Apple Inc.）

Appleは、米国カリフォルニア州クパチーノに

本社を置く、インターネット関連製品、デジタル

家庭電化製品および同製品に関連するソフトウェ

ア製品（MacOSやiOS）を開発、販売する世界的

な巨大IT企業である。スマートフォン向けAPは

「Aシリーズ」として、自社で設計し、TSMCやサ

ムスン電子に製造委託してきた。IPは英国のARM

ベースのコア・プロセッサの供与を受けて開発を

続けている。2020年10月に発売されるiPhone12に

搭載する5Ｇ通信用半導体チップを開発した。

一方で、移動通信用ベースバンド半導体チップ

に対して、AppleはQualcommに特許ライセンスと

半導体の取引が不当であるとして提訴していた

が、2019年 4月に和解し、Qualcommへの特許ラ

イセンス料の未納分を支払うことになった。しか

し、AppleはIntelのスマートフォン用モデム事業

部門を買収し、今後、5Ｇモデム半導体チップを

自社で設計・開発し、5Ｇ通信用半導体チップセ

ットを自社でコントロールするとみられている。

このようなスマートフォン業界の地政学的環

境は、図表6のようになる。特に、Qualcommと

HiSiliconは今後の米中の覇権争いの渦中になると

考えられる。

�
8	 趙�章恩、「サムスンはファーウェイの5Ｇ半導体を造
るか、米中分離で消えぬ臆測」https://xtech.nikkei.

com/atcl/nxt/column/18/01231/00009/（2020年 6 月
26日）
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サ ム ス ン

自 社 FAB サ ム ス ン

　 　 IP

Xiaomi、
OPPO・ VIVO

Qualcomm
MediaTek IP FAB

HiSilicon Huawei

外 部 取 引 グ ル ー プ 供 給

FAB IP

TSMC ARM

IP

　 FAB

Apple

Apple

競
合

競 合

内 部 化

内 部 化

図表 6 スマートフォン業界の地政学的環境（端末企業と半導体チップ企業）

（出所）筆者作成

5 ．�東アジアにおける技術の地政学について

本稿で「東アジア」とは、具体的には日本・

韓国・台湾・中国の4か国・地域を指す。名目

GDPのこれら東アジア4か国が世界に占める割

合は、2005年の17.9%から2019年の25.2%と伸長し

た。特に中国の2005年の5.9%から2019年の16.8%

への成長の寄与が大きい。

5-1　東アジアの発展と地政学の関係

東アジアが発展した理由は、後進国キャッチ

アップとしてコスト競争力による競争優位を目

指したことと、製品・工程アーキテクチャのモ

ジュール化が進んだエレクトロニクス産業の分

野で、工程単位の国際分業（フラグメンテーシ

ョン）とそれに基づく国際生産ネットワークに

よるところが大きい（塩地・田中，2020）。

「地政学」とは、米国の政治的・経済的覇権力

の回復に力点に置いて生れた概念である。冷戦

の終結に伴って安全保障に占める軍事的要素の

比重が急速に低下し，代って経済的覇権が重視

されるようになった9。

中国の著しい経済的および技術的成長によっ

て、米国の世界的覇権地位の座が脅かされ始め

た。特にこの2大国家の狭間で世界の各国は地

政学的に影響を受けることになった。

特にエレクトロニクス、自動運転、宇宙、医

療などの各先端技術において、その覇権競争は

熾烈さを呈している。とりわけ次世代通信技術

5Ｇは米国が先行したが、中国の追い上げはす

ざましい。もはや、「雁行形態論」（赤松，1956）

に代表される後発国キャッチアップではなく飛

び越え（リープフロッグ）現象や先発国の優位

性をも射程圏内にとらえるまでに至っている。

各国の商業的取引も米国企業一辺倒はなく、中

国企業の動向も重要視している。

�
9	「「技術の地政学」対応迫る」『日経新聞』2020年 9 月 16日
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5-2　内部化と地政学の関係

技術の地政学は、かつては米国とロシアの2

軸、近年は米国と中国の2軸を中心に展開して

いる。先端技術とその競争優位性は世界的な市

場を支配することになり、主導権を握ることは

地政学的地位の握ることになる。

内部化とは、その国の企業がもつ技術や知識

が高度になるに従い、技術供与を含む外部取引

を避け、完全所有子会社に転換して海外への市

場参入するアプローチである（藤沢，2000）。

具体的には、かつての米国企業のIntelや

Microsoftのような多国籍企業は取引する市場の

不完全性から企業が海外事業の管理を直接行う

ようになり、企業内部にコントロール可能な自

社の市場を作ることを通じて多国籍化した。

中国企業のHuaweiは、内部化アプローチに従

い、完全所有子会社を通じて、中国という莫大

な自国内市場はもとより、125ヵ国にも及ぶ一帯

一路や15ヵ国からなるRCEP（地域的な包括的経

済連携）などの貿易によるEPA（経済連携協定）

に向けて、多国籍企業化すると考えられる。

次世代通信規格5Ｇを巡る覇権競争は米国と

中国の技術の地政学により、米国のAppleと中国

のHuaweiを代表とする企業は内部化アプローチ

によって多国籍化を進めていくと考察される。

6 ．外部取引から内部化への転換

本研究のリサーチ・クエスチョンである

Apple、Huawei、Samsungといったスマートフォ

ン企業は、なぜ半導体設計機能を外部取引から

内部化へ転換するのであろうか。その理由につ

いて、次の3つのミクロ的視角から解明を試み

る。一つ目はダイナミック・ケイパビリティの

面、二つ目は取引コスト面、三つ目はユーザー・

イノベーションである。

6-1�　ダイナミック・ケイパビリティに基づく

内部化のメリットおよびデメリット

まず、ダイナミック・ケイパビリティの観点

からスマートフォン企業の内部化のメリットお

よびデメリットについて考える。

1 ）内部化のメリット

①　Qualcommに縛られない
5Ｇ時代では、スマートフォン企業は、さま

ざまなビジネス環境の変化に対応することが競

争優位の成否を分けることになる。そのために、

ダイナミック・ケイパビリティが必要とされる。

しかし、現状ではQualcommの半導体チップ開発

動向に左右され、製品開発計画が硬直化してい

る。

Teece（2009）によれば、ダイナミック・ケイ

パビリティは、環境の変化を知覚し、変化した

環境で競争力を発揮できるように自社の資源の

組合せを再編成する組織能力である。それは、

次の要素能力で構成される。

・機会や脅威を感知する能力（sensing）
・機会を生かす能力（seizing）
・�企業の有形、無形の資産を向上させ、結合
し、必要時には再構成することで競争力を維
持する能力（reconfiguring）
これらの能力を生かすために、半導体チップ

の内部化開発に移行して自社の開発計画で進め

ることが必要である。

②　最適化が可能
Qualcomm の半導体チップはスマートフォン

企業の最大公約数の仕様に基づく特定用途向け

標準品（ASSP）である。したがって、スマート

フォン企業の個別の仕様には最適ではない。内

部化開発によって、その最適化を実現すること

が可能になるであろう。

③　特許ライセンス料の支払いが不要
Qualcommの半導体チップには、前述のとおり

特許ライセンス料が加算されている。内部化開
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発によって、その費用が不要になる。

2 ）内部化のデメリット

①　開発費が増加

これまでは、Qualcommが開発した半導体チッ

プを購入していた場合には、開発費は必要なか

った。しかし、独自の半導体チップ開発では、

IPはARMコアを踏襲するとはいえ最適化を伴う

新しい開発設計費用が発生する。

6-2�　産業内における水平統合と垂直分業に対

する取引コストアプローチ

次にスマートフォン産業まで範囲を拡大して、

水平統合と垂直分業に対する取引コストを考え

る。

延岡（2006）によれば、モノ（最終製品や部

品）の製造や提供という軸と、研究開発、設計開

発、製造といった機能を軸に、製品構造と機能に

おける統合または分業を捉えている。垂直方向

は、製品を構成する部品、およびそれらを組み合

わせた最終製品といった製品構造における分業で

ある。また、水平方向は、設計や開発などの機能

に関する分業である。水平分業とは、部品や工程

などを分業することを意味し、垂直分業とは、機

能による分業を意味している（図表7）。

研究開発 設計開発 製造

最終製品

部品1 水平分業
（または垂直統合）

部品2

垂直分業
（または水平統合）

企業A

企業B

企業C

企業D

図表 7 水平分業／垂直統合と垂直分業／水平統合

（出所）延岡（2006）

加護野・井上（2004）によれば、市場の取引
において価格メカニズムを利用するためには、
そのための費用（＝取引コスト）がかかる。取
引コストが高ければ内部に統合すべきである
し、逆に取引コストが低ければ外部との取引を
利用した方がよい。（Coase, 1990: Williamson, 
1980）
市場の取引において、取引コストとは具体的

には以下のとおりである。
・検索コスト：市場において取引相手を探し出

すための費用
・調査コスト：取引相手が信頼できるかどうか

を調査・確認する費用
・交渉コスト：調査した相手と取引を開始する

ための費用
・契約コスト：取引内容を確認し有効化するた

めの費用
・監視コスト：契約の履行状況を監視するため

の費用
・紛争解決コスト：契約どおりにいかなかった

場合の費用
・情報開示コスト：一連の取引を円滑に進める

ための費用
市場で取引されるものを内部化する（組織内

で資源配分）ことは価格のメカニズムを利用し
ないことにより効率的な資源配分ができなくな
り、内部化コスト（内部化による費用）が発生
することになる。そこで、内部化コスト ＜ 取
引コストとなる場合は、費用を回避するために
市場ではない企業組織が選択されることにな
る。これは内部化コストと取引コストの大小関
係に基づく、市場か企業かの選択の理論であ
る。
取引コスト（検索、調査、交渉、契約、監

視、紛争解決、情報開示）の概念は、情報費用
（例えば価格情報を知るための検索費用）とも
捉えられる。そこで、情報技術（IT） の発達は
市場における取引費用を大幅に低下させ、市場
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での価格メカニズムと有効に機能させ、企業組
織よりも市場を選択することが資源配分を効率
的にする可能性も生まれる。内部化コスト ＞ 
取引コストとなる場合は、企業組織より市場が
選択されることになる。したがって、企業は内
部化コスト（内部費用）と取引コスト（外部費
用）の変化を見ながら、最適な規模と形態を選
択することになる。
内部化によるデメリットは、自社向けに限定

されるのでスケールメリットを追求しにくい。
内部化した部門が外部取引企業より専門性で劣
る。組織内部門に対する監視と調整といった管
理コストの上昇などが挙げられる。
本研究の命題である 5 G競争優位を実現させ

るために、Googleは取引費用に基づく垂直分業
（＝市場取引）を選択するが、なぜAppleは内
部化による水平総合を選択するのか、あるい
は、Huaweiは子会社HiSiliconを含めたグルー
プ内で水平統合に向かおうとしているのか。そ
して、Samsungも内部化による水平統合を目指
すのか。
Appleは、IoTビジネスや自ら主催する
WWDC（Worldwide Developers Conference）
などを通じて、オープン・イノベーションやリ
ードユーザー・イノベーションを見つめてき
た。そのなかで、Apple の組織として内部化さ
せる範囲を学習してきたと考えられる。その結
果、半導体チップ開発、OS（オペレーション・
システム）、アプリケーションなどは内部化す
る選択をした。同様の動きをスマートフォンだ
けでなくApple のPC（MacBook）にも内部化
展開しており10、Intelとの外部取引からARMベ
ースのアーキテクチャ（設計思想）を使った自
社製のCPUに切り替える予定である。
Huaweiも社内取引による内部化方向にあり、

半導体チップ開発は子会社のHiSiliconで行い、
キーデバイスは自らの開発で行う。OSも米国
からの圧力の影響もあり、従来のAndroid OS
から独自の新OS「Harmony OS」の開発に向
かっている。中国は生産市場と同時に消費市場
であり、今後「一帯一路」構想の下に拡大し、
中国全体が電子部品の輸入から自国開発に向か
っている背景もあり、ますます内部化する範囲
を広げている。
Samsungも内部化に向かって、半導体チップ

開発は自社で進めている。すでにAppleからの
アプリケーションプロセッサのファウンドリ受
託の経験知識を蓄積し、自社に世界最大シェア
のスマートフォン事業を抱えていることから、
キーデバイスを自社製で行う準備と環境は整っ
ている。
内部化によるデメリットは、第一に自社向け

に限定されるのでスケールメリットを追求しに
くい。第二に内部化した部門が外部取引企業よ
り専門性で劣ることが考えられる。第三に組織
内部門に対する監視と調整といった管理コスト
の上昇などが挙げられる。
第一のデメリットは、 3社の使用されるスマ

ートフォンの情報端末の台数からみてスケール
メリットを損なうことにはならない。第二のデ
メリットは、 3社とも自社で開発可能なレベル
まで知識や情報を蓄積し、Qualcomm に見劣
りしない専門性を保有していると考えられる。
第三のデメリットは、Apple はPCで先行して
学習し、Huaweiは子会社（HiSilicon）とのグ
ループ間取引で、Samsungは社内取引によって
回避できるであろう。
これらの状況から、これまでは半導体チップ

開発やOS開発を外部取引に委ね、取引コス
ト＜内部化コストを実現してきたが、それらを

�
10	「Apple、パソコンに自社開発半導体 インテルから 変更」『日本経済新聞』2020年 6 月23日
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自社で開発可能なレベルまで知識や情報を蓄積
し、取引コスト≒内部化コストにまで近づいて
いると考えられる。また、 5 G革命によってさ
まざまな用途の急速な広がりに対して、外部取
引に依存しているとビジネスチャンスを逸しか
ねない。

以上から、スマートフォンのバリューチェー
ン構造の変化は図表 8のようになり、内部化す
ることで、自社でビジネスのコントールを行
い、価値の内部創出の範囲を拡大しようとして
いる。

商品企画 OS開発 チップ開発 機器製造 アプリ提供 通信・インフラ
サービス提供

販売（スマホ端末・
回線契約）

一般の
スマートフォン
（Android）

Samsung
（Android）

Huawei

Apple
(iPhone)

自社企画 自社設計
（外注製造）

Google
（ ）Android

Google
（ ）Android

自社設計
（外注製造）

キャリア・販売
会社

自由販売

自社企画
子会社設計
（外注製造）

Android→
自社開発

自社設計
（外注製造）

キャリア・販売
会社自由販売

自社企画
Qualcomm等の
外注設計
（外注製造）

自社設計
（外注製造）

キャリアとメー
カーで自由交渉

キャリアとメー
カーで自由交渉

キャリアとメー
カーで自由交渉

キャリア・販売
会社

自由販売

自社企画 自社設計
（外注製造）

自社開発
（iOS）

自社設計
（外注製造）

キャリアと個別
契約

キャリア・販売
会社

自社が審査・
管理

クローズ範囲

図表 8 スマートフォンのバリューチェーン構造

（出所）筆者作成

6-3　5Gにおけるユーザー・イノベーション

von Hippel（2005）によれば、イノベーショ

ンを起こすのに、自分で作るのか（＝内部

化）、それとも購入するのか（＝市場取引）す

るのか、この問題を考えるためには、ユーザー

とメーカーの間に発生する「取引コスト」と

「情報の非対称性」の両方を考慮する必要があ

る。

まず、「取引コスト」において、 5 G通信技

術システムを利用するさまざまなユーザーを抱

えるApple やHuaweiのようなスマートフォン

企業と、スマートフォンの半導体チップを作る

Qualcomm のようなサプライヤー・メーカー

の関係において、ユーザー側に立つスマートフ

ォン企業が半導体チップを「自分で作るか、購

入するか」の意思決定のモデル化は、次のとお

りのステップになるであろう。

一般の開発の意思決定では、将来の得られる
フリーキャッシュ・フロー（FCF）に対して、
開発投資（DI）を差し引いてプラスになれば
開発実施するが、マイナスならば開発中止と判
断する。たとえば、開発した製品（スマートフ
ォン）が 3年間のFCFを生み出すと仮定する
と、割引率ｒとして、その正味現在価値
（NPV） は、NPV＝FCF1 ／ (1＋r）+FCF2 ／
（1＋r)2＋FCF3 ／ (1＋r)3となる。開発投資がか
かるとすると、NPV－DI＝FCF1 ／（1＋r)＋
FCF2 ／ (1＋r)2＋FCF3 ／ (1＋r)3－DIがプラス
かマイナスになるかによって、開発の判断を行
うことになる。
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ここで、内部化と外部取引の選択によって、

FCFが変わるのかどうかである。従来のよう

にキーデバイスを外部取引に依存すれば、差別

化による競争優位性はない。しかし、内部化に

よって、キーデバイスの差別化が競争優位性を

もたらせば、外部取引コストよりも内部化コス

トが増えたとしても、FCFの増加が可能とな

る。ここでいう差別化は、ユーザーのソリュー

ションに応えるための最適化された性能向上に

加えて、「Time to Market」（市場投入までの

時間）の差別化である。「Time to Market」の

もたらす先発優位の競争優位は次のとおりであ

る（Lieberman and Montgomery, 1988：山

田・遠藤，1998）。

・ユーザーの中に参入障壁を形成することがで
きる（ブランド・ロイヤリティ）
・特許による参入障壁（技術的リーダーシッ
プ）
・規格を決定（デファクト・スタンダード）
・希少資源の先取り（原材料の供給先や流通経
路網を他社に先んじて押さえる）
・利用者の生の声をつかむ
・経験曲線効果が得られる
5 Gによるアプリケーションの多様性を考え

れば、単にB to Cの通信手段だけでなく、B to 
Bのインダストリー 4.011、スマート・シティ 12、
MaaS13などの社会インフラへの拡張に対して、
「Time to Market」の重要性はより高くなる。
一方、「情報の非対称性」は、スマートフォ

ン企業は多くの顧客に対するソリューションな

ど自分自身のニーズと利用状況について知り得

るユーザー・イノベーターであり、半導体チッ

プを供給するQualcommのようなサプライヤー

はメーカー・イノベーターである。メーカー・イ

ノベーターは、ユーザー情報を一定のコストと引

き換えに入手せざるを得ないが、それにいくら

払おうとしても完全にかつ正確に得ることは不可

能であろう。それは、ユーザー・イノベーターが

持つ情報の粘着性（sticky information）に関わ

る。情報の粘着性とは、ある所与の単位の情報

をその情報の受け手に利用可能な形で、ある特

定の場所へ移転するのに必要な費用として定義

される。この費用が小さいときは情報の粘着性

は低く、大きいときは高い（von Hippel, 1994）。

メーカーは自分たちの専門領域に関する問題

解決の方法などについては、ユーザーよりも詳

しいかもしれない。Qualcomm の通信技術関

連企業や人材が集積するサンディエゴ近郊地域

に蓄積された知識は、ユーザーよりも高い。そ

のために、スマートフォン企業は半導体チップ

を外部購入する選択肢しかなかった。ところ

が、スマートフォン企業から見れば、最大公約

数の仕様に基づく特定用途向け標準品

（ASSP）では、市場での差別化競争優位は得

られない。（すでに本来の基本通信機能よりも

端末機器のデザインやカメラ性能などのサブ機

能が差別化要因になっている）

Appleのティム・クック最高経営責任者

（CEO）は、CEO就任前の2009年に「主要製品

に使用するテクノロジーは自社で保有しコント

ロールする必要がある」と語っていることが、

今の基本戦略であろう。それを実現するために

Apple はIntelのモバイル半導体部門の買収を

行い、自社で半導体チップ開発に踏み切った。

�
11	インターネットなどの情報技術を駆使して製造業の革
新を促す巨大プロジェクト。

12�ICT（情報通信技術）やAI（人工知能）などの先端技
術や、人の流れや消費動向、土地や施設の利用状況
といったビッグデータを活用し、エネルギーや交通、
行政サービスなどのインフラ(社会基盤)を効率的に管

理・運用する都市の概念。
13�サービスとしての移動（Mobility�as�a�Service）の略
語。交通をその種別などにかかわらず移動のための一
連の手段として位置づけ、それらをICT（情報通信技
術）の活用により一つの統合されたサービスとしてと
らえる概念。
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Huaweiはグループ子会社のHiSiliconの設計人

材や設計技術を増強し、半導体チップの内部取

引が可能な環境を整えた。すでにHuaweiのス

マートフォンに搭載される半導体部品の半分以

上をHiSiliconが供給していると言われている14。

このように、ユーザー・イノベーターとして

スマートフォン企業は価値提供や競争優位を向

上させる意図が見える。

7 ．結び

2020年から 5 G革命が本格的に始まり、スマ

ートフォン企業のビジネスモデルに変化が起こ

り始めている。 5 G通信機能を利用した各種サ

ービスが起こると言われ、スマートフォン企業

は、新市場での覇権や競争優位を築き、多様な

ソリューションに対応するために、半導体チッ

プの設計開発を内部化する転換を図っているこ

とが明らかになった。

従来コスト競争力を中心とした後発国キャッ

チアップや補完的役割であった東アジアは、中

国が先端技術とその産業において先発国の優位

性を発揮し始めた。その結果米国と中国の 2大

国家を軸とした「技術の地政学」が生まれたこ

とを詳説した。その覇権競争において、従来の

ような国際分業による外部取引ではなく、企業

は自社の完全所有子会社により海外事業の管理

を直接行うようになり、企業内部にコントロー

ル可能な自社の市場を作ることを通じて内部化

アプローチによって多国籍化していくことを考

察した。

次に、従来の外部取引から内部化に移行する

理由について、①ダイナミック・ケイパビリテ

ィに基づく内部化のメリットおよびデメリッ

ト、②産業内における水平統合と垂直分業に対

する取引コストアプローチ、③ 5 Gにおけるユ

ーザー・イノベーションの 3つのミクロ的視角

から考察した。

かつての半導体産業は、設計から製造まで一

貫した構造から設計と製造が分離した構造に代

わり独立型ファブレス企業が現れた。多くのス

マートフォン企業は、これらの半導体ファブレ

スから通信用半導体チップを外部取引に依存し

ていた。 5 G市場の環境変化に対応していくた

めには、ダイナミック・ケイパビリティの観点

から、半導体チップ開発を内部化することによ

って開発計画の硬直化をなくす必要性が生じた

こと、取引コストアプローチの観点では、外部

取引よりも内部化によって企業の価値提供と競

争優位性を優先させる必要性が生じたこと、

5 G革命のユーザー・イノベーターとして、多

くのビジネスソリューションに対してより「最

適化」と「Time to Market」という差別化を

実現する必要性が生じたことが見出された。

また、今後の具体的な 5 G革命は、米国と東

アジアの「技術の地政学」によって発展してい

く事が明らかになり、東アジアとりわけ中国、

韓国、台湾の役割は重要になる。この各国の半

導体設計機能の外部取引から内部化への転換に

よる成果の検証は、今後の研究課題として取り

組む予定である。知識は暗黙知に進むのか、新

たな地域クラスターによる特殊優位を生むのか

といった「知識と立地の関係性」について研究

していくつもりである。
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